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)|

持続 可能 な社

会 基盤 に関す

る研究事業

「イ ンフ ラ施 設 の長 寿命

化」の一環 として, コンク

リー ト膨張材の効果につい

て宮崎大学 との共同研究を

実施 した。
「建設産業の産業構造転換

支援」の一環 として,建設

業のオープン・イ ノベーシ

ョンと課題についての研究

を実施 した。その成果をア

ーチカルバー トェ業会の総

会等で報告 した。

通年 事務所 46

不特定多数

(社会基盤施設

管理者、建設産

業関係者、教育

機関関係者な

ど)

2,577,448

学 術 機 関 へ の

研究助成事業

小型試験体 に よる膨 張材
の効果検証実験 を李春鶴准
教授 に委託。

2年間 宮崎大学 事業依頼者 500,540

Webサ ー ビス

に よ る情 報 提

供事業

ホームページを改定中の
ため今年度は実施 していな
い。

通 年 不特定多数
管理費に

含める

平成 31年度  事業報告書

平成 31年 4月 1日 から令和年 2月 31日 まで

日本版サスティナブル・コンス トラクションを確立 し、持続可能な社会を実現するために①安心して生活できる社会基盤を創 り上げる、②社会基盤を長く快適に利用できるよう長寿命化する、③建設事業の環境負荷低減を推進する、④建設産業の産業構造転換を支援する、ことをミッションとしている。本年度は、これまでの「持続可能な社会基盤に関する研究事業」に加えて、プレス トレス ト・コンクリー ト事業者からの依頼による施工技術のスキルアップ指導及び化学素材メーカーからの依頼による顧客である建設産業がどんな製品を求めているのかマーケティング及び商品開発の支援,プ レキャス ト製品メーカーの依頼による長寿命コンクリー トの技術審査証明取得の支援を行った。施工技術のスキルアップは,施工中の初期欠陥を減らすことでィンフラ施設の長寿命化につながる。また,建設事業のマーケティングからインフラ施設の維持管理分野及び環境分野に寄与する「保水性舗装」や 「表層改質材」の新 しい材料を提案した。技術審査証明の取得は長寿命コンクリー トの普及につながり,いずれも当法人のミッションを実現することにつながる。
サービス体制が整っていないため,実施できていない事業もあるが,次年度以降に実施の予定である。

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会



富士ピー・ェスからの依頼

で高耐久性 PC構造物にす

るための技術支援を実施。

今年度は,北陸自動車道九

頭竜川橋他 2橋床版取替工

事 (そ の 1)に 関する現地

検討会を実施 した。本工事

の検討会は次年度も継続さ

れる予定である。

2019年 4月

2020年 3月

事務所

依頼者現場
48 987,840

高吸水性樹脂の トップメー

カーである閉 日本触媒か ら

の依頼で,建設産業に どの

よ うな商品を提供すればよ

いかについて,マ ーケティ

ングを実施 している。今年

度は,主として長寿命化に

寄与する表層改質材 ,吸水

性ポ リマーを利用 した環境

に優 しい保水性舗装につい

て検討 を行った。

2019年 4月

2020年 3月

事務所

依頼者事業所
48 978,553

「日本版 サ ス

ティナブル・コ

ンス トラクシ

ョン」に寄与す

る技 術へ の支

援事業

プ レキャス ト製品メーカー

ベ ル テ クス Gか らの依 頼

で,LLク リー トを使用 した

製品を普及 させ るために ,

技術審査証明の取得を支援

した。

2019年 4月

2019年 9月
依頼者事業所 15

事業依頼者

施設管理者

建設業など

383,260

(2〉その他事業

事 業 名 事 業 内 容
実 施

日 時

実 施

場 所

従事者

の人数

事業の

金 額

(千円)

建設資材の物品販売 ,

仲介事業
今年度は実施 していない 0 0

建設関連 コンサルテ イ

ング事業
今年度は実施 していない 0 0



書式第 14号 (法第28条関係)

科   目
特定非営利活動

に係る事業
その他事業 〈

ロ 計

0

1,2()0,C()0

3,420,000

1,308,(X〕D

l,072,800

971,352

ｎ

）

58

20,(X〕 0

0

0

1,200,000

3,420,(Ю 0

1,308,000

1,072,800

971,352

ｎ

）

58

20,000

0

7,()92,210 ｎ

） 7,992,210

0

2,826,000

0

2,826,000

2,826,(XЮ ｎ

） 2,826,(XD0

126,511

484,佃

402,020

37,000

0

550,550

5〔Ю,540

126,511

484,佃

402,020

37,0(Ю

0

550,550

5(X),540

2,101,101 0 2,101,101

4,927,101 ｎ

） 4,927,101

0

594,(X〕0 594,∞0
594,(X〕0 ｎ

） 59■(X)0

I 経常収益

1 受取会費

研究員として参加

賛助会員受取会費

2 受取寄附金

受取寄附金

施設等受入評価益

ボランティア受入評価益
3 受取助成金等

受取補助金

4事 業収益

Ⅱ 経常費用

1 事業費

(1)人イ牛費

給料手当

ボランティア評価費用

人件費計

② その他経費

会議費

交通費・出張費

委員会・講演会等脅用

会議室利用料

原稿執筆料

印刷製本等外注費

旬付金

その他経費計

事業費計

2 管理費

(1)人件費

給米斗手当

ポランティア評価費用

人件費計

(2)その他経費

施設等評価費用

通信運搬費

① 施工技術のスキルアップ

(2)高吸水性樹脂の建設分野への応用

③ 技術審査証明の取得支援
5そ の他収益

受取利息

経常収益計

1,2〔Ю,α■)

21,238

1,2〔X),(x)0

21,238

平成31年度 活動計算書

平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

ロ

(単位 :円 )



94,514

82,919

0

0

23,060

94,514

82,919

0

0

23,(X,0

1,421,731 ｎ

） 1,421,731

2,015,731 ｎ

） 2,015,731

6,942,832 ｎ

） 6,942,832

レンタルサーバー

消耗品費

減価償却費

旅費交通費

名刺その他

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額
1,049,378 ｎ

） 1,049,378
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計 ｎ

）
ｎ

）
ｎ

）

0 0 ｎ

）

ｎ

）
ｎ

）
ｎ

）

1,049,378 ＾
Ｕ 1,049,378

ｎ

）

6,00」,917

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

経理区分振替額

税引前当期正味財産増減額

法人税,住民税及び事業税

前期繰越正味財産

次期繰越正味財産
7,053,295



書式第 15号 (法第28条関係 )

平成31年度 貸借対照表

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

(単位 :円 )

科 目 金 額

7,053,295

0

7,053,295

7,053 295

6,003,917

1,049,378

7,053,295

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

正味財産合計

負債及び正味財産合計

△
計

I 資産の部

資 産 合 計

計負  債  合

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債

Ш 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

7,053,295



書式第 16号 (法第 28条関係)

技術開発等への技術支援

科 目

持続 可能 な

社会基盤 の

研究

施工のスキルア

ップ支援による

長寿命化

高吸水性樹脂等

の応用による長

寿命化

長寿命コンク

リー トの審査

証明支援

事業部門計 管理部門 〈
口 計

2QOЮ0

828,(Ю 0

0

828,m0

0

0

0

0

8640∞

0

“

4,αЮ

0

l,308,ⅨЮ

0

0

864(】〕0

0

801αЮ

0

l,072,800

0

0

270,(X〕0

0

27Q000

0

971,352

0

2Q000

2,82Q000

0

2,826,000

0

3,352,152

0

0

1,794∝Ю

l,20QⅨЮ

591αЮ

0

0

“

2Q000

4,620.(■ 〕D

l,2(10,01)0

3,420,(X〕0

0

3,352152

58

I 経常収益

1.受取会費

2.受取寄付金

施設等受取評価益

ホ'ラ″ィア受入評価益

3.受取助成金等

4.事業収益

5.その他収‐益

経常収益計 鴫 cm 2,172000 1,936,&Ю 1,241,352 6,198,152 1,794058 7,992,210
Ⅱ 経常費用

(1)人件費

給料手当

ホ・ラ万ィア評価費用

0

828,(Ю 0

0

8640m

0

%4,αЮ

0

270,∞0

0

2,826,000

0

5%(XЮ

0

3,420,(X】0
人件費計 8郎,αЮ 861∝Ю

“

4αЮ Z「0,ЮЮЮ 2,82o000 59■000 3,42QOЮ0
(D その他経費

会議費

交通費・出張費

会議室利用料

原稿執筆料

112,618

146,720

37,OK〕0

0

ｎ
）

Ｕ^

123840

13,893

1(X),660

0

0

0

113,260

0

0

126,511

484,480

37,000

0

０

０

０

０

０

126,511

484,480

37,000

0

平成 31年度 計算書類の注記

平成 31年 4月 1日 から令和2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 IM)0法人会計基準協議会)
によっています。

(1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受け入れは、活動計算書に計上しています。また、計上額の算定方法は「3
提供等の物的サービスの受け入れの内訳」に記載しています。

(2〉ボランティアによる役務の提供を受けた場合の会計処理
ボランティアによる役務の受け入れは、活動計算書に計上しています。また、計上額の算定方法は「3
アによる役務の受け入れの内訳」に記載しています。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

施設の

ボランティ



委員会・講演会費

研究機関への寄付金

減価償却費

報告書等印漏I製本費

書籍購入費

週]言遅郵腰霞

レンタルサーバー

施3綽編沼面を用

消耗品費

その他

402,020

5(Ю,540

0

550,550

0

0

0

0

0

0

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

402,020

500,540

0

550,550

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

21,238

914,514

1,200,(Ю 0

82,919

23,060

402,020

5(К),540

0

550,550

0

21,238

94514

1,200,0(X)

82919

23,C60
その他経費計 1,74■448 123840 114553 113,260 2,101,101 1,421,731 3,522,832

経常費用計 2,577,448 987,&0 978,553 383,260 4,927,101 2,015,731 6,942,832
当期経常増減額 ▲1,729,448 1,lM,1∞ 958,247 858,092 1,271,051 ▲221,673 1,049,378

3.施設の提供等の物的サービスの受入れの内訳

4 活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳

内容 金額 算定方法

法人事務所の無償利用 1,2(Ю ,∝)o円
事務所の所在地である赤坂周辺で同規模のレンタルオフィスを借りるとほ
ぼ10万円/月であることに準じていま九

内容 金額 算定方法
研究及び調査員

190人 3,420,oα )円
単価は当法人の規定に従つて、18o)0円 /人・日であることに準じていま
九

その他、「使途等が制約された寄付金」、「固定資産」、「役員及び近親者との取引」、「その他特定非営利活動法人の資産、負債
及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項」については、発生していません。



書式第 17号 (法第28条関係 )

平成31年度 財産目録

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

(単位 :円 )

科 目 金 額

23,388

7,029,907

ｎ
）

∩
）

Λ
υ

7,053,295

7,053,295

技術開発支援事業

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

パ ソコン1台

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計
2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

個人からの借入金

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

負

　

　

正

債
　
　
味

合
　
　
財

計
　
　
産

資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

053,2957



書式第 13号

平成31年度 役員名簿及び
役員のうち報酬を受けたことがある者の名簿

平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

役 名 氏    名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 辻 幸和
平成31年 4月 1日

令和 2年3月 31日

無報酬

理事 横沢 和夫
平成31年4月 1日

+iE2+3AztE
無報酬

理事 安藤 哲也
平成31年4月 1日

令和 24手 3月 31日

無報酬

理事 平野 陽三
平成31年4月 1日

+fE2+3AstE
無報酬

監事 万木 正弘
平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日

無報酬



書式第 3号 (法第 29条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

氏    名 住 所 又 は 居 所

天野 光―

ワ

一 安藤 哲也

（
０ 小山 純子

4 勝又 正治

一
〇 辻 幸和

´
０ 平野 陽三

７

， 福手 勤

０
０ 安田 登

０

） 万木 正弘

10 横沢 和夫

ll


